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Letter

6 2018（平成30年）

　一般住宅に有料で旅行者等を泊める「民泊」の営業ルールを定
めた住宅宿泊事業法が６月から施行され、都道府県知事等に届け
出た家主は、年間180日（泊）を上限に民泊営業が可能となります。
なお、一般的に個人が民泊により得た所得は、単なる不動産賃貸
とは異なり、不動産所得ではなく雑所得となります。

民泊新法の施行

6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE

ワンポイント

日

土

月
火
水
木
金

3

9

4
5
6
7
8

17

23

18
19
20
21
22

・
・

日

土

月
火
水
木
金

・

2

・
・
・
・
1

10

16

11
12
13
14
15

24

30

25
26
27
28
29

・
・
・
・
・

国　税／ 5月分源泉所得税の納付 
 6月11日

国　税／ 所得税の予定納税額の通知 
 6月15日

国　税／ 4月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 7月2日

国　税／ 10月決算法人の中間申告 
 7月2日

国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消
費税等の中間申告（年3回の
場合） 7月2日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届（市町村役
場に提出） 7月2日

紫陽花と葵



６月号 ─ 2

　

会
社
が
使
用
人
や
役
員
に
何
ら
か

の
経
済
的
利
益
を
与
え
る
場
合
に
、

そ
の
取
扱
い
が
現
物
給
与
に
当
た
る

か
迷
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
今
回
は
よ
く
あ
る
ケ
ー

ス
を
Ｑ
＆
Ａ
も
交
え
て
整
理
し
て
み

ま
す
。

１
．
永
年
勤
続
者
の
記
念
品
等

　

会
社
が
永
年
勤
続
し
た
役
員
又
は

使
用
人
の
表
彰
に
当
た
り
、
そ
の
記

念
と
し
て
旅
行
、観
劇
等
に
招
待
し
、

又
は
記
念
品
を
支
給
す
る
こ
と
に
よ

り
そ
の
役
員
又
は
使
用
人
が
受
け
る

経
済
的
利
益
に
つ
い
て
は
、
一
定
の

要
件
の
も
と
に
課
税
し
な
く
て
差
し

支
え
な
い
も
の
と
さ
れ
ま
す
（
図
表

１
）。

　

な
お
、
永
年
勤
続
記
念
品
等
と
し

て
、
旅
行
ギ
フ
ト
券
を
支
給
す
る
場

合
が
あ
り
ま
す
が
、
一
般
に
、
旅
行

ギ
フ
ト
券
は
有
効
期
限
も
な
く
、
所

定
の
手
数
料
を
支
払
え
ば
換
金
が
自

由
で
あ
り
、
実
質
的
に
金
銭
を
支
給

し
た
の
と
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

原
則
と
し
て
、
給
与
等
と
し
て
課
税

さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
そ
の
旅
行
ギ
フ
ト
券
を

交
付
し
て
か
ら
相
当
の
期
間
内
（
お

お
む
ね
一
年
程
度
）
に
旅
行
を
し
旅

行
代
金
の
精
算
を
行
い
、
そ
の
旅
行

の
事
実
を
確
認
で
き
る
書
類
を
備
え

て
い
る
場
合
な
ど
旅
行
に
招
待
し
た

も
の
と
実
質
的
に
変
わ
り
が
な
い
場

合
に
つ
い
て
は
、
課
税
し
な
い
で
差

し
支
え
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

使
用
人
の
う
ち
勤
続
二
十
年

以
上
の
永
年
勤
続
者
に
対
し
て
、

次
の
よ
う
な
も
の
を
支
給
し
た
場
合
、

給
与
と
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
か
。

①　

永
年
勤
続
者
の
う
ち
勤
続
二
十

年
に
達
し
た
者
に
は
二
泊
三
日

（
十
万
円
程
度
）、
勤
続
二
十
五
年

に
達
し
た
者
に
は
四
泊
五
日
（
十

八
万
円
程
度
）
で
い
ず
れ
も
夫
婦

で
の
国
内
旅
行
を
さ
せ
、
そ
の
費

用
を
会
社
が
旅
行
会
社
へ
直
接
支

払
っ
た
場
合

②　

勤
続
二
十
五
年
の
永
年
勤
続
者

の
う
ち
、
旅
行
に
参
加
し
な
い
一

名
に
、
旅
行
の
代
り
に
三
十
五
万

円
の
絵
画
を
支
給
し
た
場
合

　

①
に
つ
い
て
は
、
社
会
通
念

上
相
当
な
も
の
と
判
断
さ
れ
、

か
つ
会
社
が
そ
の
費
用
を
直
接
支
払

っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
課
税
し
な
く

て
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
②
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
均

一
の
表
彰
と
い
う
観
点
か
ら
外
れ
て

し
ま
い
、
勤
続
二
十
五
年
の
永
年
勤

続
者
が
受
け
る
四
泊
五
日
の
招
待
旅

行
費
用
と
比
較
し
て
も
相
当
多
額
で

あ
り
、
ま
た
、
社
会
通
念
上
相
当
な

金
額
を
超
え
る
も
の
と
判
断
さ
れ
ま

す
の
で
、
三
十
五
万
円
全
額
が
給
与

と
し
て
源
泉
徴
収
の
対
象
と
な
り
ま

す
。

Q1

A1

（図表１）
永年勤続表彰

⇒

①　金銭支給ですか
　　（有価証券を含みます。） YES

↓NO
②　旅行、観劇等への招待、記念品の
　　支給ですか NO→

↓YES
③　各人が自由に選択できますか YES→

↓NO
④　記念品等の支給による経済的利益の
　　額は、その使用人等の勤続年数等に
　　照らして社会通念上相当と認められ
　　ますか

NO→

↓YES
⑤　その表彰は、おおむね10年以上の
　　勤務年数の者を対象としていますか NO→

↓YES
⑥　2回以上表彰を受ける者については、
　　おおむね5年以上の間隔をおいて行
　　われていますか

NO→

↓YES
課税されません 課　税

経
済
的
利
益
の

課
否
判
断



3 ─ ６月号

２
．
創
業
記
念
品
等

　

会
社
が
役
員
又
は
使
用
人
に
対
し

て
創
業
記
念
、
増
資
記
念
、
工
事
完

成
記
念
又
は
合
併
記
念
等
に
際
し
、

そ
の
記
念
と
し
て
支
給
す
る
記
念
品

は
、
一
定
の
要
件
に
該
当
す
れ
ば
、

課
税
し
な
く
て
差
し
支
え
な
い
も
の

と
さ
れ
て
い
ま
す
（
図
表
２
）。

　

な
お
、
図
表
２
の
⑤
の
処
分
見
込

価
額
に
よ
り
評
価
し
た
金
額
が
一
万

円
以
下
か
ど
う
か
の
判
定
は
、
処
分

見
込
価
額
か
ら
消
費
税
及
び
地
方
消

費
税
の
額
を
除
い
た
金
額
で
行
い
ま

す
。

　

た
だ
し
、
建
築
業
者
、
造
船
業
者

等
が
請
負
工
事
又
は
造
船
の
完
成
等

に
際
し
支
給
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

給
与
等
と
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。

　

当
社
は
、
本
年
で
創
立
三
十

年
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
を
記
念

し
て
全
社
員
に
記
念
品
を
贈
り
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
が
、
ど
の
よ
う
な

取
扱
い
に
な
り
ま
す
か
。
ま
た
、
取

引
先
に
も
記
念
品
を
贈
る
と
ど
う
な

り
ま
す
か
。

　

会
社
の
何
周
年
記
念
等
に
お

け
る
記
念
品
の
費
用
は
、
原
則

と
し
て
交
際
費
等
の
金
額
に
含
ま
れ

る
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
ま
す
が
、

社
外
で
な
く
使
用
人
等
に
対
す
る
も

の
は
原
則
と
し
て
、
給
与
と
し
て
取

り
扱
わ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
図
表
２
で
源
泉
所
得
税

が
課
税
さ
れ
な
い
場
合
に
は
、
福
利

厚
生
費
に
な
り
ま
す
。

３
．
値
引
販
売

　

会
社
が
役
員
又
は
使
用
人
に
対
し

自
己
の
取
り
扱
う
商
品
、製
品
等（
有

価
証
券
及
び
食
事
を
除
く
。）
の
値

引
販
売
を
す
る
こ
と
に
よ
り
供
与
す

る
経
済
的
利
益
で
図
表
３
に
示
す
要

件
を
満
た
す
も
の
は
、
課
税
し
な
く

て
差
し
支
え
な
い
も
の
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

な
お
、
高
額
な
商
品
、
例
え
ば
不

動
産
な
ど
に
つ
い
て
は
、
次
の
理
由

か
ら
値
引
販
売
の
対
象
と
は
さ
れ
ま

せ
ん
。

①　

所
得
税
法
に
お
け
る
課
税
さ
れ

な
い
経
済
的
利
益
の
取
扱
い
は
、

少
額
不
追
及
と
い
う
考
え
方
が
根

底
に
あ
り
、
経
済
的
利
益
が
著
し

く
高
額
と
な
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

こ
の
趣
旨
を
逸
脱
す
る
こ
と

②　

課
税
さ
れ
な
い
た
め
の
要
件
に

「
家
事
使
用
程
度
の
数
量
で
あ
る

こ
と
」
と
あ
る
よ
う
に
、
通
常
家

事
に
使
用
さ
れ
る
物
を
対
象
と
し

て
お
り
、
不
動
産
等
は
こ
の
範
囲

か
ら
外
れ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と

（図表３）
要　　　件

①　販売価額が自社の取得価額以上であること →
全
て
の
要
件
を
満
た
す

⇒

課
税
さ
れ
ま
せ
ん

②　販売価額が通常他に販売する価額の
　　おおむね70％以上であること →

③　値引率が役員をはじめ全社員一律か、地位
　　や勤続年数に応じた合理的な格差により定
　　められていること

→

④　家事使用程度の数量であること →

Q2

A2

（図表２）
創業記念、増資記念、

工事完成記念、合併記念等⇒

①　金銭支給ですか
　　（有価証券を含みます。） YES

↓NO
②　建築業者、造船業者等が請負工事
　　又は造船の完成等に際して支給す
　　るものですか

YES→

↓NO
③　各人が自由に選択できますか YES→

↓NO
④　その支給する記念品が社会通念上
　　記念品としてふさわしいものですか NO→

↓YES
⑤　そのものの処分見込価額により評価
　　した金額は10,000円以下ですか NO→

↓YES
⑥　創業記念のように一定期間ごとに
　　到来する記念については、おおむ
　　ね5年以上の期間ごとに支給する
　　ものですか

NO→

↓YES
課税されません 課　税



６月号 ─ 4

　平成30年より、配偶者控除及び配偶者
特別控除の取扱いが変更され、配偶者が源
泉控除対象配偶者に該当する場合には、扶
養親族等の数に１人を加えて源泉徴収税額
を計算することとなっています。
　この源泉控除対象配偶者とは、給与所得
者（合計所得金額の見積額が900万円以下
の人に限る）と生計を一にする配偶者（青
色事業専従者として給与の支払を受ける人
等を除く）で、合計所得金額の見積額が85
万円以下の人をいいます。
　例えば、平成30年分の「給与所得者の扶
養控除等申告書」を提出する際に、源泉控
除対象配偶者に該当するかどうかを判定す
る場合には、平成30年分の「給与所得者の
扶養控除等申告書」を提出する日の現況に
おける、直近の源泉徴収票や給与明細書を
参考にして見積もった合計所得金額等によ

り判定します。
　その後、年の中途で、給与所得者や配偶
者の合計所得金額の見積額に異動があり、
源泉控除対象配偶者に該当することになっ
た場合、あるいは該当しないことになった
場合には、給与所得者は、合計所得金額の
見積額に異動があった日以後最初に給与の
支払を受ける日の前日までに「給与所得者
の扶養控除等異動申告書」を給与の支払者
へ提出することとなります。
　これを受けて、給与の支払者は、給与所
得者から「給与所得者の扶養控除等異動申
告書」の提出があった日以後、扶養親族等
の数を変更して源泉徴収税額の計算を行い
ます。なお、既に源泉徴収を行った月分の
源泉徴収税額については、遡って修正する
ことはできないため、年末調整で精算しま
す。

年の中途で源泉控除対象配
偶者に異動があった場合

　確定申告をして、法定申告期限後に間違
いに気がついた場合は、申告内容を修正す
る必要があります。その方法は税額が多く
なるか少なくなるか、で異なってきます。

（税額を多く申告していたとき）
　「更正の請求書」を税務署長に提出しま
す。税務署ではその内容を検討し、確かに
申告内容が間違っていたと認められる場合
はそれを是正する措置（減額更正）を行い、
払い過ぎた税金を還付します。 更正の請
求ができる期間は、原則として法定申告期
限から５年以内です。

（税額を少なく申告していたとき）
　「修正申告書」を作成し税務署に提出す
ると同時に納税してください。修正申告書
に記載する事項は通常の確定申告書と同じ
です。税額を少なく申告していたためペナ
ルティが課されることがあります。間違い
に気がついたときは速やかに修正申告しま
しょう。

確定申告を間違えたとき　
印
紙
税
の
課
税
物
件
表
の
第
七
号

文
書
（
継
続
的
取
引
の
基
本
と
な
る

契
約
書
）
は
、
次
の
五
要
件
の
す
べ

て
を
満
た
す
も
の
が
該
当
し
ま
す
。

⑴
　
営
業
者
間
の
契
約
で
あ
る
こ
と

⑵
　
売
買
、
売
買
の
委
託
、
運
送
、

運
送
取
扱
い
又
は
請
負
の
い
ず
れ

か
の
取
引
に
関
す
る
契
約
で
あ
る

こ
と

⑶
　
二
以
上
の
取
引
を
継
続
し
て
行

う
た
め
の
契
約
で
あ
る
こ
と

⑷
　
二
以
上
の
取
引
に
共
通
し
て
適

用
さ
れ
る
取
引
条
件
の
う
ち
目
的

物
の
種
類
、
取
扱
数
量
、
単
価
、

対
価
の
支
払
方
法
、
債
務
不
履
行

の
場
合
の
損
害
賠
償
の
方
法
又
は

再
販
売
価
格
の
う
ち
の
一
以
上
の

事
項
を
定
め
る
契
約
で
あ
る
こ
と

⑸
　
電
気
又
は
ガ
ス
の
供
給
に
関
す

る
契
約
で
な
い
こ
と

 

印
紙
税

継
続
的
取
引
の
基
本
と
な
る
契
約
書
と
な
る
も
の
の
要
件


